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1．　目　的

　近年，児童をとりまく社会状勢は，いじめや登校拒否，あるいは非行の多発などにみられるように．憂うべき

状況にあります。養護施設における児童養護においても．これら社会の縮図ともいうべき諸問題が含tれてお

り．職員の専門的知識，処遇技術の向上が強く求められております．

　そこで今回は，児童養護の諸問題についてテーマを設定し，家庭養護の進んでいる米国において研修を行い，

施設職員の資質向上に寄与せんとするものであ．りますe

〔研修テーマ〕　施設養護と家庭養護

2．主催　資生堂社会福祉事業財団

3．後　援　　厚生省

　　　　　　全社協養護施設協議会

4．研修内容

①7メリカにおける青少年問題と児童福祉の概況

　②　施設見学

　　　　コミュニティ・サービス・センター

　　　　ファミリー・グループホーム

　　　　特殊里親（情緒障害や心身障害をもった児童の養育）など

5．研修先　アメリカ（ニューヨークほか）

6．61年9月27日～10月11日の15日間

7．派遣人員　　15名（団長，講師．事務局，団員）

8．選考方法

　全社協養護施設協議会より候補者の審査により決定する。

　推薦は、民問養護施設の次代を担う職員にして，年齢はおおむね27歳以上45歳以下とする。なお．強い研修

意欲を有し，報告発表能力に優れた者とする．

9．研修の報告，発表の義務

①研修団としての報告書を所定の期日までに主催者に提供する。

　②　全養協の主催する研修会などにおいて，研修結果を発表する。
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あ　い　さ　つ

　わが国の児童福祉の向上にご貢献されている資生堂社会福祉事業団におかれては、近年

とりわけ養護問題に積極的に取り組まれ、職員の研修に多大なご尽力をいただいておりま

す。

　こうしたなかで、同団主催の第13回児童福祉海外研修も、園長を補佐する主任クラスの

養護施設職員が対象となり、団員が構成されました。アメリカでの研修は、すでに第8回

（昭和55年度）において実施されており、さきのメンバーによって明らかにされた様々な

報告とその知識は、今回の各団員の視点の土台になりました。それとの比較を常に団員は

検討のなかに加えながら研修できたといえるでしょう。

　今回の研修は、ニューヨーク地区とロサンゼルス地区というアメリカ東西の中心という

べき2地区で研修がおこなわれましたe社会的養護の先進国であるアメリカは、施設養護

から家庭養護への変革を遂げているとされており、わが国の施設養護のあり方について

様々な問題提起もされております。

　折りしも、わが国では社会福祉制度改革がおこなわれ、在宅ケア、あるいは地方化の方

向に進みつつあります。

　本研修の団員各位が2週間にわたって研修した成果がこうした流れのなかで、今後の実

践に発揮されることを期待し、団員のみならずより広く児童福祉推進のために本報告を活

用していただければ幸いに存じます。

　本研修に際し、主催者として企画段階からご尽力いただいた資生堂社会福祉事業団にあ

らためて心より感謝申しあげます。

　また講師の池田尚義氏、並びにご後援いただきました厚生省のご指導に感謝申しあげま

す。

　なお、本報告書は、同財団の全面的なご援助で作成されましたことを申し添え重ねて感

謝いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会法人　全国社会福祉協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　養護施設協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　小　野　倉　蔵
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事務局報告

　主催者として，はじめにお礼を申し上げます。畑団長のお骨折りとお人柄のお陰で，研

修団員一同，ハードな研修の中にも愉快なアメリカ旅行を体験できましたこと，講師をお

つとめいただいた厚生省の池田課長補佐に色々とご教示いただいたこと，また福島先生に

は，いわば団長補佐兼講師として多大なご尽力を頂戴したことに対しまして，ここに心か

ら厚くお礼申し、ヒげる次第です。一方，この度のニューe一クにおける研修が実現し，か

つ，それが大いに実りあるものとなりましたのは，「そして挑戦の日々」，「人間の尊厳」の

著者であり，ウェストチェスター郡立医療センター精神遅滞研究所のカニングハム久子先

生のご好意とお力によるものであり，改めて衷心より厚くお礼申し上げます．

　また，ウェストチェスター郡ソーシャルサービス局，ロサンゼルス郡児童サービス局を

はじめとする全ての訪問先の皆様から，暖かいおもてなしと懇切なご説明をいただきまし

たが，そのご厚情に深く感謝申し上げます。

　つぎに，今回の海外研修については，計画初期の段階において，関係方面からご指導，

ご意見がありましたが，その一端を申し添えておきたいと思います。そのひとつは，研修

団員に報告書で余り負担をかけないようにということでした。団員は学者や研究者ではな

く，しかもごく短時日の研修であるので，例えば，外国の制度全般を報告したり，論じた

りするような過負荷をおかけしないように，ということでありました。

　まことにもっともなことであり，私どもとしては，現場の実務者である団員の皆さんが

それぞれの課題や問題意識をもって見聞し，その中から学ぶべき点をご報告願いたいと念

願いたしました。

　さて，まことに広大なアメリカのごく一部を垣問見て，彼我の相違として私が感じたこ

とは，日本の単一性，集団主義に対して，アメリカはまことに多様であり，個人主義だと

いうことです。今回の研修テーマは「施設養護と家庭養護」でしたが，この問題を含めて

万事について集団と個の社会的基盤の相違を痛感します。こどもの自立の問題について

も，良し悪しを別として対照的な違いを感じます。研修団員の皆さんには，そうした社会

文化的な風土の問題のみならず，専門分野において，ごく限られた知見の中にも多くの教

訓を汲みくみとられたことと思います。

　前述のように，この報告が決して深く体系的なものでないにしても，それは日本の養護

の現場における専門家としての貴重な所感であり意見であって，児童福祉の向上と業界の

発展に少なからず貢献していくものと期待しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　資生堂社会福祉事業財団　　杉　本　　　勇
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アメリカ児童福祉研修を終えて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団長　　畑　　邦　成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長野・つつじが丘学園長）

　この度，昭和61年度資生堂福祉財団の主催により，団員結成は16名。私が，厚生省，

全養協，資生堂等の推薦により，団長としてアメリカの児童福祉視察に15日間の日程で

行ってまいりましたeここにその一端の所感を報告申し上げる次第であります。

　厚生省からは講師として児童家庭局の池田課長補佐，資生堂福祉財団から杉本常務理

事，通訳として明治航空株式会社の小野氏，団員は関東ブロックから6名，中部ブロック

3名，近畿ブロックから1名．東北ブロック1名，九州ブロック1名，そして団長の私の

16名で，9月2了日成田空港を出発し，アメリカの福祉行政，児童福祉施設，グループホー

ム，里親制度の実際等，多くの視察を了え，10月11日午後9時，成田空港に無事帰着しま

した。その間，訪問先のアメリカ人の我々視察団に対する心からなる歓迎と共に，優しく

親切に御説明いただけ，極めて有意義な視察ができましたことは厚生省，資生堂，全養協

の御配慮と御支援があってこそと深く感謝申し上げます。それにしても，団員各位が全て

真剣であり，そして和やかに私を助けて下さったことが，この度の視察を成功させること

ができた最も大きな要因であることを，ここに有難く記させていただきます。

　さて，視察の詳細については，各団員の報告に譲り，私は，アメリカに於ける福祉の地

位について感じたことを述べたいと思います。アメリカの児童福祉事情を視察してみて，

その福祉と福祉者の社会的地位が日本と比較して大変高いものであることを知りました。

とは言っても，一概にその優劣を比べるものではありません。日本とアメリカは、その文

化的背景や，宗教的の違いや，福祉の歴史の相違があって，そのまま日本の社会に適応す

るとは思われぬ事情の隔たりがあります。

　例えば15日間，毎日の肉料理にはいささか閉口しました。しかも，でっかい肉でとても

食べきれたものではありませんでした。ご飯に味噌汁の好きな私はどんなにご馳走であっ

ても，しまいには肉を見ただけで，女房の作ってくれる味噌汁を思い出しました。といっ

た訳で，日本人の立場で一方的にアメリカを論ずることはできません。ある意味ではアメ

リカが優れており，また別の角度から見れば日本の方に旗をあげたくなる意見もあります。

それにしても，あの敗戦当時の貧弱な児童福祉が，今日，どうやらアメリカの福祉に比べ

て，形の上ではそれ程見劣りがしないところまで，施設，行政，ボランティアが発達した

ことは，戦後における行政指導と施設従事者の努力によるものと，私も微力ながら40年間

全養協の一員として頑張ってきた過去を振り返りながら，更に学ぶべきところはないかと

思って視察したのでした。
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　その中で一番強く感じたのが，アメリカに於る福祉の地位でありました。それは，福祉

関係者の地位が，ドクター，すなわち大学教授と同等なのです。それは専門学を修めた権

威ある高い地位なのであります。ということは，アメリカの社会はキリスト教によるの

か，社会福祉については国民が全面的に協力し，国家としても福祉に重点をおいているた

めです。それにしても，日本の福祉の地位がアメリカのように高くないのかを反省してみ

ると，日本の福祉は敗戦の貧困の中から生まれたため，とも角，最底の生活でもよいから

救済すればよいという思想でありました。それならば，格別な専門的学識がなくても，親

切な愛情さえあればよいではないかという，ボランティア精神に支えられたやる気さえあ

れば，誰でもやれたアマチュアだったのです。国家の財政も貧しく福祉は社会的善意に頼

る以外になく，施設職員の処遇も低かったため，施設にでもしか勤めるしか能力のないデ

モシカ職員のグループであることが，やむを得ない事情でもありました。

　それに，久しく家族制度を社会の基盤としてきた日本国民の福祉に対する思想は，憐れ

みの対象としての福祉でしたから，高度の処遇を許さず，福祉者自身も，宗教的自己犠牲

として福祉を美化して満足していました。福祉が人権を守る民主社会の基本であるという

思想に遅れていたためと思います。それに引き換え，有名なリンカーンの「人民による人

民のための人民の国家」であるアメリカは，国民が福祉を自分のものとして，個人も，団

体も，企業も，進んで福祉に協力し，多額の献金を惜しまないで出す。アメリカに進出し

た日本企業の会社に，福祉事業への献金を求めたところ，本社の指示で，そのような献金

は日本の会社は致さぬことになっておりますと断ったため，地域社会から非難され，相手

にされなくなったという話しも聞きました。アメリカとしては，福祉に協力することが，

その人，その団体，その会社の社会的地位に結びついているのです。すなわち福祉に尽す

ことが人格なのです。もっとも、会社の献金が税金の対象とならないアメリカの制度と，

日本のように会社が福祉に献金すると税金がかかる制度の相違がありますが，日本のよう

に福祉を行政サイドに任せているのではなく，国民が福祉を支えていることが当然の社会

なのです。その代り，福祉に対する要求も強く，アマチュアでは許さないのです。では，

国家としてはどう対応しているかと言えば，国家と言ってもアメリカは州の行政であっ

て，国民は自分たちが協力している福祉が立派にその目的を遂行すべきであることを，行

政の管理指導に強く要求しているのです。まさに，住民全体の行政であり，すなわち，社

会ぐるみ住民参加の福祉なのです。

　振り返って日本をみると，日本の福祉は行政サイドの福祉である。それは，日本の国民

性は，命ぜられればやりますが，命じられなければやらないためです。共同募金も今で

はJ自治体に割りつけられてやっているようなわけで．福祉がギャンブルからの献金で進

められている日本とは大違いです。従って，福祉は官僚によって国家予算の中で運営さ
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れ，国民はその恩恵を要求している甘えの構造です。そのため，福祉の現況は，日本の経

済的発展と共に，アメリカに劣らぬ程整ってはいても，その内容は日本的で，福祉従事者

も甘えの構造の中で，専門的高度の研究と，積極的努力に欠けるため，自ら社会的権威を

低くしているのではないか。アメリカは，日本のような終身雇用制ではなく，契約制であ

ると聞いていたが，児童福祉の措置も全部契約制でありました。その契約は全て1年契約

であって，1年終ってその児童教育，治療の効果が」二がらないと判定されれば，他の施設

に措置変更されてしまうのです。アメリカには児童相談所はありません。児童の措置は，

全部州の福祉部で，施設なり里親と契約を結ぶのです。州または市の福祉は、それだけの

権威を持っているのです。従って，施設従事者はボヤボヤしてはいられない。効果を上げ

ることができなくなればtランクの低い施設となり，しまいには児童は措置されなくな

り，施設は閉鎖のやむなきに至るのです。その反対に，児童が立派に治療教育される児童

福祉施設並びに福祉者の地位は高く，行政から期待され，社会から尊敬されているのです。

　日本の養護施設はどうであろうか。怒らないで聞いて下さい。私自らが反省したことで

すから。日本の場合は，例えば，養護効果が上がらなくても，一旦措置されれば，退園す

るまでそのままであり，児童相談所も措置すれば施設任せであり，余程のことがなければ

措置変更はせず，行政も一応事故さえなければよしとして，高い養護効果を要求する厳し

さがなく，国民も施設の児童だから問題の子であっても当然であると思っているのではな

いか。そこに施設に対する軽視があり，それに甘んじている福祉者そのものが自ら福祉の

社会的地位を低くしているのではないか。とは言え，アメリカのように一年契約で養護効

果が問われることが妥当かどうか。もっと長い歳月の人間関係の中で育くまねばならぬこ

とを思うと，次から次へと施設を変更することに疑問はあります。それはともかく，日本

の福祉は甘く、それだけに社会的に尊重される地位も低いのではないか。我々日本の福祉

者は，もっと自らに厳しく，今日の児童問題に取り組みt専門的治療教育の能力を高め，

行政からも，国民からも尊敬され，期待される福祉者の社会的地位を築かねば，日本の福

祉の概要は，アメリカに遜色がなくても，その内容に於いて．自らプライドを持つには

もっと頑張らねばならぬと思いました。もし，日本の養護施設が現代の多極深刻な児竜問

題を受け止めて，専門的権威を高めて，そのニーズに応ずる能力を持たなければ，今後，

養護施設は斜陽化していくのではないか。現にアメリカでは，養護施設は減少し，児童の

福祉は里親によって守られているのである。そして，権威あるケース・ワーカーがその里

親を指導しているのである。里親といっても，養子縁組だけでなく，グループホームによ

る養育が進められている。たまたま紹介された里親家庭を訪問しましたが，五人の里子，

しかも重度の障害児まで養育しているのには驚き感心しました。日本の里親のように，健

康で，美人で頭がよくて，性質が良い子でなければ引き取らないという里親のための里子
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ではなく，児童のための里親なのです。

　ここに二＝一ヨーク州ウェストチェスター郡社会福祉サービス局のナンシー，ウtル

シュ児童福祉部長の行政説明のあらましを参考までに御報告致します。それによると，工9

85年度の児童措置は，里親措置がLO89名，施設措置が390名．グループ・ホーム措置

が193名，事業所経営ホーム措置が18名であって，里親が断然多いのです。それは，里親

開拓部長が，あらゆる方法で里親の開拓に当っているのです。例えば，里子に出すべき児

童の写真付き書類を全州に広告して里親を募集し，片親の場合は，1名の職員を配置して

まで里子を開拓しており，また，里親への措置役は，里親ホーム追跡調査部があって，全

体の里親の管理をしているのです。里親の条件は，①．21歳以上，②．充分な経済状況

である。③．適確な養育をする資質がある。④．養育のための物理的条件が整っている。

⑤．健全な環境であること，であって，里親になるには，グループミーティング（2時間

6回）を受け，更に，テスト，面接に合格したうえケース・ワーカーによって綿密な調査

を受け，里親になった後も，ケース・ワーカーが現任訓練を行なったりする。私も，里親

審査委員を20年間やっていますが，全て書類選考でやっており，里親認可を受けても，里

子を受けていない里親が大変多い日本の実状と比較して，その原因は何であるかを考えさ

せられました。たまたまアメリカ視察から帰ったところ，県の里親大会があり，講師を依

頼され，アメリカの里親の発達の実際を見聞して来たばかりのこともあり，日本の里親な

どは，アメリカの里親に比べれぽ里親になる資格がない，と論じたところ，里親会長と議

論になり，持ち前の大声で，「アメリカの実際を見て来て物を言え」と怒鳴ったところ，報

道関係のテレビのカメラが一斉に私のところを撮っていましたが，同じ講師として招かれ

た児童相談所長が取り持って治まり，その場面の放送もされませんでした。長野県議会で

質問までされた，里親の里子虐待事件をあげ，日本の里親制度の未熟を論じたのでした。

さりとて，日本の場合，アメリカのように里親が開拓できるかといえば，その社会的，思

想的条件が異なっており，日本も施設に児童を措置しても養護効果が上がらぬからアメリ

カのように，里親に力を入れることが望ましいと，見てきたばかりの直輸入を受け売りし

ている里親優位論もありますが，日本の社会、B本の現況の中で里親を発達させること

は，容易には望めないと思います。都市に集った人口，核家族のマイホーム，兎小屋の住

宅事情，生産第一に追われ，自分の子供の教育に手一杯，里子が問題を起こしたらどうし

よう，余計なことをするよりペットの方がいい，それより趣味に生きて，レジャーを楽し

みたい，といった今日J日本には里子を受け入れる物理的，環境的条件がないのではない

かと思います。しかも，離婚家庭の単親は，吾が子を里子に出すことを望んでいません。

そのような日本の現実を見る時，養護施設が，現代の社会の中で落ちこぼれた児童を，

しっかり守り，立派に養育する能力を備え，地域社会に根を張った教育治療施設として発
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達しなければならないのではないか。アメリカには，里親，福祉施設，グループホーム，

公1‘Zホーム，緊急保護施設，一時保護所等，児童の＝一ズに応ずるためのサービス機関

が，さまざまに発達しており，養護施設は一時保護的役割に回っているのでした。しか

し，私は日本の児竜福祉は，やはり，養護施設を柱にして，他のサービス機関を発達させ

ることが，今後の方向ではないかという結論に達したところであります．そのためには，

此度の視察は大変勉強になりましたe

　最後に，このような素晴しい各国の福祉’事情の視察を毎年実施していただいている資生

堂の協力に対して，心より感謝申しヒげ，また厚生省児童家庭局長さんをはじめ，．E管課

の田代課長さん等の懇切な準備と御．手配が有難く、英語が話せず，「ハロー，サンキ＝－1

だけで，15日間のアメリカ児童福祉の行政，施設，里親，グループ・ホーム等のきめ細い

実際の視察ができたのも，資生堂の杉本常務，厚生省の池田課長補佐，また素晴しい通訳

者の小野氏，また最も信頼していた福島先生外同行団員皆々様の御支援，御協力のお陰

で，私のようなIH舎の園長か団長を務め得ましたことを，ここに重ねて御礼申し上げて報

告と致します。

（ウェストチェスター郡社会福祉局にて行政説明を受ける）

一 8一



アメリカの児童福祉から学ぶ

講師　　池　田　尚　義

（厚生省児童家庭局児童手当課課長補佐）

1　はじめに

　最近のアメリカの社会問題には，暴行，強奪，強姦，殺人などの犯罪の増加．麻薬の汚

染，離婚の増加，失業者の増加などがあり，児童の誘拐，虐待，放任さらに10代の妊娠な

どの要養護児童発生の原因ともなっている。このような社会的背景の中でアメリカの児童

福祉施策は，従来の施設養護から家庭的養護に変革を遂げているといわれている。

　このたび、資生堂社会福祉事業財団の昭和61年度の海外派遣研修が「アメリカにおける

児童養護の諸問題について」をテーマに実施され，私も研修に参加する機会を得たのでそ

の現状の一部について紹介することといたしたい。

2　児童福祉施策の現状

　アメリカの社会福祉関係の法体系はきわめて複雑であり理解するのは困難である。児童

福祉施策については，1935年の社会保障法制定により，社会保障体系が整備され，児童福

祉についてもその中に組み込まれている。連邦政府の主な役割は，各州に対する補助金の

交付，各州の立法やプログラムの策定，改善等に関する指導，そのための調査，モデルと

してのプログラムや立法例の策定および普及などとなっており，連邦政府は社会保障法と

の関係においてのみ州とのかかわりをもつことになる。

　したがって，児童福祉施策の具体的な実施については，州の法律により定められている。

　さて，連邦政府は1980年に養子援助（社会保障法）と児童福祉法を改正し，代替養護

サービス及び養子サービスについての新しい政策指導を発布した。その主な内容は，①不

必要に実の家庭から児童を離さず，家庭への援助を行って親の状態の改善を図り，児童が

たとえ代替養護ケアされていても早く家庭復帰させること。②家庭復帰が不可能と決定し

た場合は，パーマネンシイ・プラン（永続的親計画）をたて，児童の永続的な家庭生活を

保障すること。によりアメリカ全土の代替養護の児童数を減少させることであった。ま

た，この法律では児童が家庭から離れないための予防措置，養子縁組を促進するための養

親への援助及び児童福祉システムの改善などについても定めている。（世界の児童と母性

第20号「アメリカにおける1980年の児童福祉法改正の影響について」より）

　1980年に連邦政府が行った政策決定は，児童福祉施策を大きく変更するものであり画期
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的なものである。この政策決定により，各州は児童福祉法等の州法を制定している。

　次に，カリフォルニア州法及びロサンゼルス郡児竜福祉局における具体的な実施体制等

を説明することといたしたいa

　カリフォルニア州の児童福祉法の内容は次のとおりである。

　1　学校の教師，病院の医師，警察，福祉関係者及び一般住民は虐待等を知れば局にそ

　　の旨を報告しなければならない。

　　これを怠った場合は，1000ドル以下，6ヵ月以下の実刑判決を受ける。

　2　児童の事態が緊急である場合は，職員を2時間以内に派遣し，実情を調査しなけれ

　　ばならない。それ以外は3日以内に対応する。

　3　事態が深刻な場合は，直ちに親から離し、親類又は短期の一時収容家庭に児童を送

　　り，48時間以内にワーカーは少年裁判所に嘆願し，72時間以内に拘留聴問を行う。こ

　　の結果により，児童は家庭に復帰するか緊急保護所又は収容施設に送られる。

　4　さらに．2～3週間以内に両親及び局の弁護土が争い，裁判所において処分聴問を

　　行う。

　5　ワーカー，裁判所の調査，調整を繰り返し，1年たっても終結をみない場合は，裁

　　判所によって次の三種類の措置が取られる。

　　（1）養子縁組措置（10歳以下の児童）

　　（2）法律により後見人の設定（親類又は他の代替の親）

　　（3）長期収容施設措置（ワーカーが家庭調整，カウンセリング等を同時に実施する）

　カリフォルニア州は，この法律の積極的な推進を図るため，ロサンゼルス郡に児童福祉

局を設置した。局の目的は，被虐待児童，父母の不善又は父母の養護放棄によって養護を

必要とする児童の保護を行うことである。

　局には3000名の職員がおり，年間7500件～8500件のケースを取り扱い，そのうち85％

は深刻なケースでなく，1ヵ月以内の短期ケアで終rし15％が長期間にわたっている。ま

た，郡内には約4000のフォスターホームに7000名，約130の収容施設に1500名の児童が

措置されている。

　さらに，郡管内には，6ヵ所の児童福祉事務所が置かれ，訪問した第6事務所には10課

がありtl課に1名の主任，8名のワーカーが配置され，1名のワーカーは約60件のケー

スを受け持ち，裁判所への報告書等の作成，手続き等の業務に従事している。また同事務

所管内には，約400のフォスターホームと116のグループホームがあり，情緒・身体・行

動の障害を持つ児童に対しては，精神科医，看護婦及びその他の専門職員が配置されてい

るグループホームに措置されている。

　以上，カリフォルニア州の法律及びロサンゼルス郡における児童福祉の実施体制等につ
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　　　、

いて紹介したが，ニューヨーク州及びウェストチェスター郡社会福祉サービス局において

も概ね同様であった。

　ロサンゼルス，ウェストチェスター両郡において共通していえることは，児童福祉実施

体制が充実していることである。例えば，ウェストチェスター郡社会サービス局には，児

童保護サービス部，児童居住サービス部，養子縁組ホーム追跡調査部，養子縁組開発部，

小児保健部があり，それぞれの専門職員が配置され，各部の有機的な連携のもとに効果的

に児童福祉施策が行われていた。また，ロサンゼルス郡においては，児童数が50，000名に

対して職員が3，000名も配置されているなど，わが国とは比較にならないように思う。し

かし，アメリカの国士面積が日本の25倍であるように単純に比較することは難しいが，少

なくとも，児童福祉サービスをできる限りその地域で提供することが効果的であるという

認識によるものである。

　さて，このたびの研修では数多くの目的の異なる施設を見学することができたが，施設

の紹介については，別に詳しく報告されるので，見学した中で印象に残った施設について

述べてみたい。

　まず，今回，見学した中で唯一の公立施設であるロサンゼルス郡立多目的一時保護セン

ターは，ロサンゼルス郡児童福祉局によって経営され，身体的或いは性的虐待を受け又は

放任或いは干渉されなかった乳児から18歳までの男女200名を収容する大規模施設であ

る。10エカーの敷地に管理棟，保育棟，児童居住棟，保健棟及び3～4歳児のための保育

教室，12年生までの学級を持つ学校さらに体育館，図書室，娯楽室，プール，バスケット

ボールコートなどが整備されJ300名の専門職員が24時間体制で児童の処遇を行ってい

る。特に医療サービス体制の充実と地域のボランティアグループによる積極的な協力体制

は，わが国においても積極的に取り入れて推進する必要があると思われる。

　次に，ファミリーホームにおいて，6名の児童がケアされており，そのうちの4名が重

度の発達障害．小頭症などにより寝たままでチ＝一ブによる人工栄養が与えられていたこ

とであった。この家庭は母親と2人の娘の3人家族で，母親は看護婦で病院勤務の経験も

ある。母親の説明では，障害を持った児童であっても病院でケアされるより良い家庭環境

の中で児童をケアすることが児童にとって必要であると強調されていたことが大変印象的

であった。

　10代の妊婦寮及び10代の母子寮についても簡単に紹介する。

　妊婦寮は出産までのケアを行う施設であり，母子寮は子どもが2歳になるまで母子とも

にケアされる施設である。母親に対しては，施設内の学校又は一般の学校に通えるほか，

家事，育児，自立のための職業訓練を行う。またJ職員は施設長のほかにソーシャルワー

カー，指導員が配置され必要に応じ専門の医師が加わる。見学した3施設とも満床の状態
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であり，10代の妊娠がアメリカの深刻な社会的問題となっていることを裏付けているよう

に思われる。

　このたび，訪問した施設で共通していえることは，広い敷地，緑の芝生に囲まれた整備

された建物，入所児のプライバシーを尊重した居室，体育施設，娯楽室などの設備整備，

さらに精神科医，心理判定医，看護婦，ソーシャルワーカーなどの専門職員を配置した治

療的ケアを実施していることであり，わが国の施設運営を考えるうえで参考になるものと

思う。

3　おわりに

　アメリカ議会技術評価局は，「青少年の精神衛生（問題と対応策）」と題して報告書を発

表した。これによると，貧困，両親のアルコール依存症，離婚によリアメリカの18歳未満

の青少年6，300万人のうち，少なくとも約12％の750万人が精神的な障害を抱えており，

うち70～80％は適切な治療が与えられていないと公表し，連邦政府の改善を求めた。とい

う記事を新聞で読んだが，アメリカの児童を取りまく環境の悪化が非常に深刻であること

を物語っており，施策の緊急的対応が迫られている現状である。

　わが国の児童福祉行政は、昭和22年に児童福祉法が制定されて以来，年々制度の改正，

内容の改善が図られ，その水準は先進諸外国の福祉水準に達している現状である。

　しかし，最近の婦人の社会進出，核家族化、離婚，出生数の減少，高齢化社会の到来な

ど児童を取り巻く環境は著しく変化してきており，来たるべき高齢化社会を担う児童を複

雑かつ多様化する社会の中でいかにして心身ともに健やかに育てていくかが重要な課題と

なっている。

　児童福祉施策は，地域の実情に応じてきめ細かく実施されることが必要であるが，その

一環として，本年4月から，児童福祉施設への入所措置事務などを機関委任事務から団体

事務に改めるとともに社会福祉法人の認可の権限を都道府県知事に委譲するなど地方公共

団体の自主制がより一層発揮されることになった。これを機会に国の役割と地方公共団体

の役割分担の見直しが見討されるものと思われるが，わが国においても，社会福祉法人及

びボランティア団体等の民間組織活力を積極的に導入し地域福祉の向上を図る必要を強く

感じる。
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アメリカの養護問題の背景

アメリカの児童福祉政策





アメリカの養護問題の背景

　アメリカの社会福祉に関しては，これまで研究者を中心にして多くの人々から紹介され

てきている。もともと戦後のわが国の社会福祉は，制度から方法・処遇論にいたるまでア

メリカの影響を強く受けてきたこともあって，アメリカの福祉に関する情報量は豊富であ

る。それも単なる文献紹介にとどまらず長期間アメリカに滞在し，それぞれの専門領域か

らの研究にもとついた報告である。

　われわれの分野である児童養護についても古くから紹介され，これまでも大きな刺激を

受けてきており，とくに最近にあっては，活発な交流によって具体的な情報も提供されて

いる。

　そうした状況において，われわれ海外研修団の短期間滞在の駆け足的見聞では，新たな

情報を提供することは不可能であり，いわば現場職員としてこれまでの紹介された報告を

実地になぞってきたにすぎないのである。しかし，試行錯誤の連続と絶えざる矛盾の蓄積

のなかで鍛えられた現場実践者の眼から，紹介されてきた情報を検証しえたことは大ぎな

収穫であったといえる。

　そこでまずアメリカの養護問題の背景について，訪問したニューヨーク・ロスアンゼル

スから得られた情報等をもとにして，その概況を報告する。アメリカの養護問題，社会的

養護を理解するには，まずもってアメリカの政治・経済・文化等の把握が不可決であり，

アメリカの社会構造を知らずして述べることは問題があることを承知しつつ，その点に眼

をつぶった報告であることをお断りしておきたい。

　さてわれわれは養護問題は家族の貧困問題であり，そこから派生した児童問題であると

いう理解に立っていたが，アメリカの福祉関係者の理解も全く同じであった。そこで養護

問題の発生の背景にある家族問題・児童問題をふれる。

1．アメリ力家族問題

　一般に家族の形態や役割機能はその時代の社会的・経済的動向に大きく左右される。つ

まり社会経済の進展によって，家族のありようも様々な変貌をとげてきていることは，こ

れまでの歴史が証明している。その意味からアメリカの家族の多様性の指摘は，現代の高

度経済社会・情報化社会への変化の必然的産物ともいえるeまた．多民族国家の特性であ
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る人種・文化・宗教の多様性は家族の上にも濃厚に現れている．

（1）多様化する家族

　古き良き時代のアメリカの理想とする家族は，わが国と同じく夫は外，妻は内という徹

底した性別分業であり，専業主婦の存在する伝統的核家族といわれていた。しかしそうし

た家族はすでに終焉したといわれている。つまり，夫婦共働き家族が増大したばかりか単

親家族までも家族形態の一つとして承認されている。また離婚率の高まりから再婚家族も

当然化したり，あるいは結婚率の低下から，同棲家族，単身世帯も増加し，また未婚の母

世帯の増加など，アメリカの家族の多様化は果てしなく続いており，家族の概念も一様で

はなくなりつつあると言ってよいようである。

②　単親家族の増加

　アメリカの離婚率の高さは世界一といわれ，現在では2組に1組が離婚している計算に

なっていることはよく知られていることである。離婚する夫婦に子どもがあれば，どちら

かが親権者になり，単親家族が誕生する。アメリカの場合も親権はほとんど母親に与えら

れており，子どもは母親と住むことが多い。

　父親と暮らす子どもも増えているといわれているが，圧倒的に母子家庭（92％）の方が

多い。ここにアメリカの母子一体化の痕跡をみる。親権を与えられなかった親が，自分の

子どもを誘拐する，盗む例が多いといわれている。アメリカの子どもの誘拐問題は，わが

国にもマスコミをとおして紹介されているが，今回の訪問によってその一端をかいまみた。

庶民的なレストランの入1：1に張られた行方不明になった子どもたちの写真に，全く反応を

示さない異常さに驚き，そうした事件がもはや事件として取り扱わないほどの出来事なの

であった。一説には毎年15万人の子どもが消えると言われ，そのなかの10万人は子ども

の非親権者の誘拐であるとされている。

　いずれにしても，80年代にはいって母子家庭で暮らす子どもは1千万人を越え，子ども

の養育が大きな課題となつている。母親が働き手と子育ての2役をこなさなければなら

ず，かなりの負担になっているようだ。日本と同じく母子家庭の場合は，おうおうにして

経済的困難に直面する。一般勤労者世帯の半分の収入しかないといわれている。

　また，子育てにおいても充分なしつけが行えなかったりして，人格形成上さまざまな問

題点が専門家から指摘されている。両親に離婚された子どもの多くが，孤独な子ども時代

を送り，寂しさ故に早い結婚をして離婚する結果になる例が少なくないとされている。親

に離婚された子どもの離婚率の高さが指摘され，離婚の再生産という悪循環が存在してい

るようだ。離婚した親自身のストレスの問題，子どもの孤独から生じる情緒面やその他の
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発達障害の問題などが，養護問題に結びつく可能性が存在しているn

（3）再婚家族（複合家族）の増加

　離婚した男壬の4分の3，k“　f一の3分の2が再婚しているようである。再婚しての生活

が幸福という者も多いcしかし，丁どもにとって一体どうなのかという素朴な疑問を持つ。

親が再婚すれば，子どもは当然継父（母）ができる。週末には実父と過ごすこともあり，

子どもは2人の父親を持つことになる。男女双方が連れ子の場合，親違いの兄弟姉妹をも

つことになる。そして子どもが生まれれば，片親違いの同胞ができ，複雑な家族構成にな

る。現在の子どもの典型的なライフサイクルとして，数年間は両親のもとで暮らし，両親

の離婚後は母親と暮らす。その後母親の再婚後母親と養父と暮らすということになる。ア

メリカの家族関係は夫婦関係が中心とされ，きずなの強い親子関係であるわが国とは異

なった位置づけである。しかし，再婚後の養父（母）の出現や，血のつながりのない同胞

との生活において，全く問題が存在しないとは考えられない。

　われわれのイメンージする家族とは異質なアメリカの家族の姿が，一体どこまで変貌を

遂げるのか全く予想もできない。そしてそこに現われる子どもの問題に対してどう対処し

ていくのか関心をもつ。個人を重観したアメリカの考え方が理解しえても，個人を祉会化

する役割は，やはり親によって家族の内で営まれるのであろう。集団での養護より個別的

な家庭での養護を重視するアメリカの考え方は理解できても，今日のアメリカの家族にそ

うした十育てが期待でぎるのかという率直な疑問を強くもたされたのである。

　こうしたアメリカの家族の多様性は，たしかにそれ自体問題があるとはいいきれない

が，経済的基盤が弱体である場合，家族崩壊に結びつき養護問題となって現われる。その

意味からノーマリティの家族で，単親家族とりわけ母子家庭が養護対象となりがちである

ようだ。

（ニューヨーク・ファンドルング・ホスピタルの屋上にて）

一 17一



アメリカの児童問題

1．児童の虐待・放任

　今日，アメリカにあって親による児童の虐待’放任の事例は異常とも言えるほど多く，

深刻な社会問題となっている。われわれが訪問したいずれの行政官庁および児童団体にお

いても，いつも真先に口に出るのは児童虐待・放任に関する問題であった。このように児

童虐待・放任防止対策が児童福祉対策の緊急かつ最重要課題となっていることを物語って

いる。

　こうした被虐待児の多くが社会的養護の対象となっており，訪問した治療施設において

身体的，心理的に傷ついた児童への治療と訓練が多彩な方法によって展開されていたこと

を見聞した。又つよく関心をひいたのは虐待のうち，性的虐待を受けた児童へのきめ細か

な治療方法であり，また児童虐待が三世代にわたって長く継承される例の多さであり、福

祉関係者がこのサイクルを断ち切る努力を傾倒していることであった。

◎　児童虐待・放任とは

　虐待・放任の被害者は児童であるために，通常それを実証することはきわめて困難なこ

とである。アメリカにおいては，児童虐待・放任について法的に定義づけを行なっている。

　以下，ニューヨーク州ウェストチェスター郡児童福祉局から提供される資料による。

（定義）家庭裁判所法第1012号よリ

虐　待

　親もしくはその児童の法律上の親権者が18歳以下の児童に対して下記のような行為を

することである。

イ．故意に身体的障害を負わせる。又は障害を受けていることは黙認する。この行為に

よって，死，痕跡が残る。身体的及び精神の健康が損なわれる。身体機能の欠損又は不能

の原因となるもの。

ロ．刑法で定義されているところの性的犯罪を犯すか，又はそれを黙認する（しかしなが

ら，刑法でうたわれているところの強制証拠割り出しの必要性はない）

放　置

　親もしくはその児童の法律上の親権者が18歳以下の児童に対して，下記の行為を怠るこ

とによって，身体的，精神的，情緒的変調をきたすか，又はその危険を察知できる行為が

あることである。
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ー
．

イ．経済的にも，他の条件からも可能であるにもかかわらず，適切な食事，衣服，住ま

い、教育，医療を怠った場合。

P．適切な指導，養育を怠った場合。行き過ぎた体罰，アルコール，麻薬利用等によって

適切な指導や養育を怠る。

ハ．親もしくは親権者が放棄した全ての児童，そして虐待・放任の証拠や察知のための具

体的にきめ細かく身体上，行動上の症状を列記しているのである。

〔虐待・放任の種類〕

　虐　待

　『身体的虐待』　殴打，火傷，かみ傷等

　『性的虐待』　乱暴，近親相姦，性器へのいたずら，露出，ポルノへの強制

　放　任

　『身体的放置』　衣食住，教育，医療を与えない

　『情緒的放置』　たえまないからかい。じらし，言葉による攻撃，愛情，支援，話し合

　　　　　　　　　いの欠如

　虐待・放任の発生件数

　全米での虐待・放任総件数は，統計の不備な州もあってIE確な数値が把握できていない

のが実態であるが，「児童虐待・放任のための全国協会」（NCAAN）は，1976年から198

2年までの間，正式に受理した児童虐待の年間報告書を提出している。

　年度別虐待等通報件数・受理件数

年　度

　1976

　19了7

　1978

　1979

　1980

　1981

　1982

　1984

通報件数
669，000

1．OOO，OOO

1，700，000

受理件数
416，033

516，142

614，291

711，142

788，142

850，142

929，310

　1982年度においては，18歳以下の子どもがいる家族1，000にたいして25件の割合で発

生していることになる。現在の通報件数は約2百万件ともいわれている。いずれにしても

通報されるのは氷山の一角であることは確かで，二＝一ヨーク市では3分の2が未報告で

あるとされている。なお通報件数のうち明らかに事実と立証された割合は，1982年におい

ては約4割ぐらいであるといわれている。
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　年々通報件数が増加する理由としては，州の資料整備が向上していること。一般市民の

認識が広がったこと。そして実際に児童虐待の数が増加していることである。

児童虐待の種類

　1982年に実証された虐待の種類別割合は次の通りである。

　　身体的虐待　　24％　　　性的虐待　　7％

　　放任　62％　情緒的放任10％
　　その他の虐待　9％

報告を受けた児童の年齢・性別・人種

年　齢

　虐待を受けた児童の年齢は年々低下し，全米児童の平均年齢（9，4歳）より低く，7，4歳

であり，被害初体験は3歳といわれている。

性　別

　男女の割合は同じ位であるが，女子53．3％は，全米の女子の割合48．9％に比べて高い。

人　種

　1980年の米国人口の中の黒人と白人の比率に比べて，黒人及び他の人種の報告の割合の

方が白人の割合よりも常に高い。

人　種 1980年人【二1割合 1976～82年の報告の人口割合

白　　人

黒　　人

他の人種

79％

15％

7％

66％

20％

13％

加害者及び家族状況

家族状況

　母子家庭　41％（17％）
　公的扶助受給家庭　45％（12％）

　児　童　の　数　　2．2人（1．3人）

加害者
　親（実親・再婚親・里、親・養親）94％

　（実親）　　　　　85％

　親　　類　　　　　　4％

　その他　　　　　　2％

児童虐待の要因

　家族関係のトラブル　48％

　経済問題　　　　　48％

※　　（　）は米国の平均値
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　健康問題　　　　　45％

　（アルコール・麻薬乱用者）　19％

性的虐待について

　概　要

　1982年に正式に虐待と実証されたケースのうち，約7％が性的虐待として認められてい

る。NCAANはこの割合から推測して6万5千ケース，9万8千人の児童が性的虐待の犠

牲者であると推測している。

　内　容

　性的虐待は，他の虐待や放任と重ねて起こることの少ない典型的な虐待である。1976年

から1982年の間に正式に報告された資料において，驚くべき傾向が出ている。

①　性的虐待の主な犠牲者は女性である。　85％

②性的虐待の犠牲児童の平均年齢は10．5歳で，他の虐待された年齢より高い。

③　人種別の性的虐待の犠牲者の比率は，全米の児童人口の中の人種比率とかわりない。

④全加害者のうち約77％は児童の親である（そのうち57％が実親）親類が16％，その他

　が6％である。

⑤性的虐待の加害者は80％強が男性であるが，母親が虐待を知っていたり，それを黙認

　していたりしている。

⑥　性的虐待を起こす家族は，他の虐待がある家族に比べて健康上の問題があるが，経済

　的な問題は少ない。

⑦性的虐待の起こる家族には，アルコール依存症があり妻の虐待も増加している。

虐待・放任児童のための施策

　通告義務及びシステム

　児童虐待予防・対応症（CAPTA）がわれわれが訪問したニューヨーク州においては，1

963年に児童虐待に関する最初の法律を制定した。そして1973年ニューヨーク州児童保護

法において，児童虐待・放任ケースを通報するための条例を制定したのである。

　この州法の目的は，児童を守ることに最重点を置き，親を罰することを目的としたもの

ではなく，児童虐待・放任を防止するところにある。

　通報の義務は，児童に関わる専門職についている人たち（医師，医療関係老，宗教関係

者，学校関係者，福祉関係者，司法，警察関係者等）に対して，18歳以下の児童が虐待・

放任されている疑いがあれば，通報するよう義務づけている。そして，通報は即座に

ニューヨーク州社会福祉局に，電話通報されなければならないとされている。電話通報は

24時間体制が敷かれ，報告後24時間以内に書類化される。

　なお、通報の義務を怠ると罰則を受け，また通報者に対する法律上の免責を受ける権利
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も保障されている。しかしそれでもなお，＝ユーヨーク州においては，全体の3分の2が

未報告である。その理由の1つとしては，加害者の親の脅迫によったり，仕返しを恐れた

りして報告されないことも事実であると言われている。

　虐待・放任児童のための全国協会（NCCAN）

　児童虐待予防・対応法によって，NCCANは児童虐待の予防から，親の教育法、被害児

童への治療，保護サービスのあり方，情報管理，啓蒙活動等と幅広い活動を展開している。

つまり，予防，発見から治療，改善までの調査・研究・啓蒙活動まで一貫した活動を行い

貢献をしてきているのである。

　1974に制定されて以来，連邦政府は児童虐待・放任問題への挑戦をうたって社会的サー

ビス，精神衛生，医療，教育，法的援助等の各資源を導入し，サービスを提供し重要な役

割を果たしてきている。この間，数多くの専門家，ボランティア，そして一般市民たちは

児童虐待問題が社会の進展にとって大きな障害になるという認識が得られたのである。

　1963～64年には，アメリカ各州において児童虐待の通報を義務づける法律が設定され

た。

2，10代の未婚の母

　アメリカの10代の未婚の母の激増ぶりは，わが国にも紹介されている。その中で最も驚

かされたのは，未婚の10代の母，あるいは妊娠して母になろうとする高校生のための専門

の学校を設けたり，或いは校内に託児室やクリニックカウンセラーをおいたりしている事

実である。そこまで来たのかという感想であった。

　今回の研修においても，10代の未婚の母子ホームや出産を控えている10代の母のホー

ムを見学する機会を得て，10代の妊娠はもはや特殊なケースではなくなったという感を

もった。

　アメリカでは15歳～19歳まで10代の妊娠率は11％といわれている。また10代の黒人

女子1，000人中，63人が妊娠し，そのうち未婚の母になるのが51％であり，また中絶率

は41％と報告されている。一方，白人女子の場合は，1，000人中83人が妊娠J未婚の母

は19％であり，また中絶率は47％である。妊娠率は別として，非摘出子出生率は，白人家

庭より黒人などマイノリティ（少数民族）の貧困層に高いことを示している。黒人の場

合，未婚の母のほとんどが低学歴で失業中の10代の少女であり，13，14歳のものも少なく

ない。その多くの場合，彼女ら自身が未婚の母によって生まれた非摘出子であるとされて

いる。

　なぜ，10代の未婚の母が激増するのかさまざまな原因が述べられているが，社会心理学

的要因について次のことが挙げられている。
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（1）自立の強要

　アメリカの育児目標は，いかに子どもを独立させるかにあり，絶えずインデペンデンス

を親たちは口にする。最近では依存がまだ必要が時期にもかかわらず，独立を強要される

ことが多く，子どもたちは慢性的に愛情欠乏を抱き続け，その代償として赤んぼうを産

み、ぬいぐるみ的に赤んぼうにそれを求めているという説明を受けた。

（2）倫理観の変化

　すでに述べたように，日常生活の行動上にキリスト教の教えが侵透していたかつての時

代と違って，いまでは宗教が生活上の価値観を大きく規定することも薄くなっている。

　さらに多民族で構成されたアメリカ社会でこの10数年来，少数民族がそれぞれ自己主張

をしはじめ，ストイシズムを徳目としたワスプ（WASP）文化が衰退していったことも無

関係ではないと言われている。

③　マスコミの影響

　毎日ブラウン管をとおして流れるコマーシャルが，余りにもセックスアピールに重点が

おかれて，青少年に悪影響を与えているという見方がとられている。性情報の氾濫に対す

る問題視は全くわが国と同じ見方であった。

（4）福祉金制度の弊害

　18歳以下の未婚の母の場合J福祉金が支給される。とくに生まれた子どもが5歳になる

迄は，働かなくてもよいとされている。したがって貧困家庭の場合は，婚外新生児の出現

が喜ばれるといわれている。こうした福祉金の支給が年々膨大な額になり，財政を圧迫

し，福祉金の打ち切りをはかる州も現れてきたようである。

　このように10代の未婚の母の増加は，アメリカ社会では異常なことではなくなりつつあ

り，われわれが出会った若い女性のソーシャルワーカーの見解も，決してこうした現象を

否定的には見ていなかったのである。

　性の解放，倫理感の変化，文化の多様化とさまざまな背景が指摘されるにしても，未婚

のNの多くに無知ゆえに避妊に失敗したり，妊娠中絶を決心できないまま出産してしまっ

た例がみられるようだ。もっとも宗教上の理由やその他の理由から，妊娠中絶に対して否

定した考えを持つ人々も多く，それをほどこす病院，診療所等に対して抗議行動をとるグ

ループもある。多様な考えのもとに論争も活発であるが，10代の未婚の母あるいは母とな

る人々に対して．生まれる子どもの命を守るために高校で母親教育をしたり，母子施設や

未婚の母のための施設を設けたりしている努力には感銘を深めた。しかし，これらの母子

の前途は多難であるようだ。10代の母には職がなかったり，子どもゆえにいい職を探せな

かったり，社会の風は10代の未婚の母には決して温かくないのである。
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3．　10代の児童の自殺

　現在，アメリカでは自殺が15歳から19歳までの青少年の中で，2番目に大きな死因と

なっている。そして10代の自殺は年々増加しているといわれている。わが国でも10代の

自殺が社会問題化しており，とりわけアイドル歌手の自殺を契機として後追い自殺する青

少年が起きたり，イジメなどが原因となって自殺する子どもなど社会に大きな波紋を投げ

かけた。アメリカにおいても似たような現象が起きている。例えば，有名女優の自殺が青

少年の自殺の連鎖反応を巻き起こしたり，マスコミの異常報道が自殺の増加を促すという

批判が出るよ．うな状況は，わが国と似た現象である。

　われわれがアメリカの10代の青少年の自殺の増加について，強い関心を引いたのは，わ

が国の場合と違って，自殺を罪悪視するキリスト教の教えに逆ってなぜ，若者が死に急ぐ

のかという疑問であった。

アメリカの青少年の自殺率

25．5

15，7％

白人男

6．5

白人女

16，7

10万人当たり自殺率

口15～19歳

E≡ヨ20～2槙

“
［
口
山

黒人男

5．5

7

L
ロ
黒人女

3，6

（全米保健統計センター　1986年4月）
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1983年中，アメリカの10代の自殺は，5千人とも6千人ともいわれ，20年前の2倍とも

いわれている。しかも自殺未遂になるとその数はかなりに昇り，家族が隠蔽したケース数

も多いといわれる。黒人に比較して白人の方が，約5倍も高く，また男子が女子より2倍

以一ヒ高い。

　昔は黒人の方が自殺率が高かった。その理由は，黒人奴隷として前途に展望が持てず，

人権が保障されないところにあった。しかし現在において白人の自殺率が高いのは何を意

味しているのか。中流以上の家庭においては教育の場においても，社会的にも上昇志向が

強く要求され，またこの国の育児方針の『自立』が，青少年にとって大きな心理的負担に

なり，期待に応えられずに自殺する例があると聞く。

　自殺の直接的要因としては，孤独感，疎外感であることは間違いない。なぜ孤独感，疎

外感が生み出されるのか。それは親子関係の量的，質的な薄さに起因している。離婚によ

る軍親家族の増加により親子の接触が少なくなることは避け難く，あるいは母親の社会参

加の増大により鍵っ子に追いやられている事実も見逃せない。さらに，早期に親からの独

立を強要されているなどが，孤独感，疎外感につながっている。

　黒人の自殺の原因としては，やはり貧困と就職難が上げられている。前途に希望が持て

ないことによる。

　こうした10代の自殺の増加に対して，予防策も多様に考えられている。自殺予知の方法

も工夫され周知徹底を図ったり，コミュニティ・ホットラインを設定し常時電話相談に

のったり，予防のための研修会や学校教育において自殺予防のプログラムを提供し指導し

たり，マスコミによる啓蒙活動などさまざまな予防活動を展開している。しかし，その効

果は現在のところあまり現われていないようだ。

4．10代の犯罪

　アメリカの青少年の犯罪の深刻さはわが国の比ではない。暴力，婦女暴行，強盗，麻薬

等の青少年犯罪はまさに日常化しているといっても過言ではないようだ。われわれが滞在

したマンハッタンにおいて，朝の通勤，通学時間というラッシュ時間帯に地下鉄に乗車

し，訪問先に出向く途中の駅の構内において，警官が高校生ともおぼしき男子を取り調べ

ている光景に出会った。

　麻薬所持の取り調べの様であったが．壁に向かわせ手を上げさせて取り調べをする警官

の姿は，まるで映画を地でいくごとくであった。日本ではこうした風景に出会えば，必ず

野次馬でこったがえすはずであるが，乗客たちは，通勤，通学を急ぐのか立ち止まって様

子をうかがうこともなく通り過ぎていった。

　また渡米中，テレビニュースにおいて小学生が，校内において麻薬喪買をしていた事件
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を報じていたが，さすがにこの事件には大きな反響が寄せられていた。いずれにしても青

少年の麻薬が，学力低下，犯罪の増加，異常児の出産などに結びついている。

　ニューヨーク州が1983年に，高校生2万7千人を対象に調査したところ，6ヵ月以Eマ

リファナを常用した生徒は5器．うち20％はコカインを使っていたことが判明したとされ

ている。また全米の調査によれば，高校3年生の3人に2人は，少なくとも一年に一度は

麻薬を試みたことになる数字を発表している。

　麻薬問題と関連しての暴力や犯罪もあとを絶たないそうである。校内暴力によって正常

な授業が行えず，学校とは名ばかりのところであるとする高校もあるようだ。こうした学

校の多くが，多民族の寄せ集まりで，そのいがみ合いによる暴力行為が目につくそうであ

る。それと共に，生徒の家庭の多くが貧困家庭であるとされている。

　単親家庭で貧困生活を余儀なくされ，前途に明るい展望ももてないことから，殺那的な

行動に走るなどが原因とされているが，マイノリティ問題，貧困問題が解決されない限

り，こうした青少年の犯罪は減少することは期待できないのではないかと思われた。

　アメリカの家族問題，児童問題を概略してきたが，それらが直ちに養護問題に結びつく

とは思わないが，いつでも養護問題に転化する可能性があることは否定できない。　アメ

リカの養護問題については，わが国と同じくその根底に貧困問題が厳然として存在してい

る事実の説明に関心をもった。そして，こうした養護問題が親から子へと世代間を継承し

ていることが福祉関係者からの指摘も，わが国と全く同じ見方をとっている。ソーシャル

ワーカーをはじめ福祉に携わる人々の努力は，まさに養護問題の再生産の防止であり，そ

れへの挑戦でもあるのである。
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アメリカの児童福祉政策

　社会福祉先進国といわれる北欧やイギリス等とアメリカの福祉施策の大きな違いは，福

祉に関する問題について国としての統一的な法律を近年まで持ち合わせていなかったこと

である。つまり，州，市，郡政府が国に替わって福祉等の施策が担ってきた歴史を持って

いる。このことが地方によって福祉施策の内容の差異やサービス水準の異なりとなって現

われている。州の連合体としてのアメリカ合衆国の国家構造は，わが国とは全く異なった

原理を持っている。したがって，中央集権的色彩の濃いわが国と同じレベルで福祉行財政

を論じることは困難であり，また地方自治が未確立状況にあるわが国の福祉政策になじん

できたわれわれにとって，難解なテーマでもあった。さらに言えば，福祉行財政に関する

情報の収拾が不充分なこともあり，正確な報告のできないことが残念である。

　ただ目下福祉制度改革の嵐がふきすさぶわが国において，アメリカの福祉制度が大いに

参考になるように思われた。そうした視点から，児童福祉施策に関して羅列的に若干の報

告をしておく。

アメリカの福祉政策の理念

　アメリカの国家形成過程において，フロンティア精神は不可決な精神的支柱であり，そ

れが今日の福祉政策の上にも大きな影響を与えている。つまり自立，自助主義と個人主義

的貧困観が根強く，そのためヨーロッパ諸国とは異なった福祉施策となって現われている。

レーガン政権が財政悪化を理由として福祉切り捨て政策を断行できたのも，こうした下地

によると思われる。納税者の意向も福祉施策上にも反映せざるをえないとも言われる。州

の福祉施策を充実すれば，有利な受給を求めて他州から異動してくる者が多くなり，州の

財政困窮を招くと共に，地域環境の悪化につながるとして，納税者は福祉充実を歓迎しな

いこともあるという説明を受け，アメリカの独立精神がこうしたところにも息づいていた

ことを知らされた。

　連邦政府と州政府との関連は一様ではないが，福祉施策によって連邦政府と州政府とが

共同したり、，分担したりしている。基本的には連邦政府が基本的な福祉プログラムに補助

を決定し，州政府はその主旨にそって地方独自のサービスプログラムを決定し提供してい

るようである。また，連邦政府の福祉プログラムがなくても，州にとって必要であれば独

自のサービスを提供するという仕組みをとっている。
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　わが国の福祉制度の改革が図られつつあり，国の事務・事業を地方へ移管が行なわれは

じめたなかで，アメリカの福祉制度に学ぶべき点があるようだ。ただし，基本的には国と

地方の役割分担が不明確であれば，福祉制度の不統一性，混乱，非能率性が生じることも

起こることを銘記すべきであろう。

アメリカの児童福祉施策

　児童福祉施策においては連邦法である『養子縁組及び児童福祉法』（1980）があり，この

法が養護児童対策の根幹をなしているものと思われる。

　この法の主旨としては，①不必要な社会的養護の削減　②措置委託期間の短縮化　③家

庭養護の重視（家庭復帰の促進，養子縁組の推進）

　つまり養護児童に代替的親よりは永続的な親を保障しようとするもので，家庭にもっと

も近い環境を養護児童に保障するものである。この法律の主旨をいかして各州が法律を制

定している。ニューヨークでよく耳にしたパーマネンシープランニングは，その現れで

あった。われわれが訪問したニューヨーク及びロサンゼルスの行政当局において，アメリ

カの児童福祉施策の説明を受けたなかで，よく耳にしたのは扶養児童家族扶助（AFDC）

とヘッドスタートであった。そこでこの二つの法について触れてみることにする。

扶養児童家族援助（AFDC）

　AFDCとは扶養を要する児童のいる家族への扶助で，児童の貧困に対する公的扶助対策

であり，単親家族または両親がいる家庭であっても，片親が重度の心身障害者か失業者で

あれば扶助の対象となる。しかし，実態としては，もっぱら単身・女性世帯主家族が対象

となっている州が多い。

　未婚の母，離婚，別居の増加によりアメリカの母子家庭は飛躍的に増加した。そしてア

メリカの母子家庭の貧困問題も他の国と同じく深刻化している。特に非白人母子家庭の半

分は貧困階層であるといわれている。いずhにしても，母子家庭の増加とともにAFDCの

受給者は増加の一途をたどっているようだ。1983年で月平均1千60万人の受給者を数え．

10年間で3倍以上にふくれあがったとされている。

　AFDCはアメリカの公的扶助のなかでも最大規模の福祉プログラムとされているが，法

にはさまざまな問題点が存在しているといわれている。たとえば，必ずしも家族の安定に

寄与しているとは言えない点，自立を高めるに至っていない点，州によって扶助額に大き

な格差がある点を上げている。特に扶助額の格差は著しく，連邦政府の基準（3人家族で

約7千100ドル）に対して，9千ドル以．ヒも支給する州もあるが，逆に2千ドルを若干上

回る程度の支給ですませている州もある。
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　あるいは資格基準においても州によってのバラツキもありさまざまな矛盾を生み出して

いる。さらにレーガン政権の財政緊縮政策によってあらためて，AFDCの見直しが起こっ

ている。AFDCが社会的養護の予防的役割をも担う施策だけに，その行方に大きな関心を

もっている。

ヘッドスタート

　ヘッドスタートとは低所得階層の家庭児童に対する保育プログラムを提供することであ

る。低所得家庭の児童がよい職場が得られなかったり，よい地位につけないのは，出発点

においてすでにハンデを持っているからであるという見方による。

　つまり競争社会であるアメリカにおいて，スタート時における民族や階層間に不公正を

是正するために，低所得家庭の児童の就学前の保育プログラムを提供し，ハンデをなくす

ことを目的としている。

　そのために無料で保育所の幼児教育を提供している。これもAFDCと同じように貧困家

庭対策の一つとして児童福祉施策の中で重要な位置をしめている。

施設経費の契約制

　社会的養護は施設ケアよりは居宅ケアを重視しており，できるかぎり社会的養護サービ

スを避ける意味からも，家族援助サービス等の予防的役割が施策の上にも現れている。

　とくに施設養護が財源的にみた場合，高くつくこともあり，施設養護を避ける傾向にあ

ることは否定できない。そうしたなかで，行政と施設との間でサービスを買い上げるとい

う契約システムが確立している。契約の方式には経費支払い方式と出来高払い方式がある。

例えば，個々の児童の障害程度に応じて経費の高低を行政と施設とが契約して支払った

り，或いは児童の障害が専門的処遇の結果改善されたとして，処遇効果によって経費支払

高が決定されるという仕組みである。これは里親への委託費においても契約制が採用され

ている。

　施設養護の治療化，専門化の進展はこうした契約制も一つの契機になっているようだ。

わが国の一様的，画一的な措置費制度の見直しにとって大いに参考になる仕組みであると

思われた。

　さて施設については，レーガン政権においては，施設の小規模化が進み公立施設の定員

は25名以上を認めないことにしている。また施設経費については，連邦政府補助金，州政

府補助金，カウンティ当局の補助金で成り立っている。

　基本的には連邦政府の支出する補助金は，州政府にその使途方法を任せていることが多

い。連邦政府と地方政府との分担率は補助金の主旨によって異なるが，地方の分担率の方
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が高率である。治療施設等に支給される費用は，州によって異なるが，児童一人1カ月当

たり4千ドル前後であり，居住型施設はその約半分とされている。やはり，里親やグルー

プホームよりは相当費用が嵩んでいるようだ。

　細かな資料が得られなかったが，児童福祉予算も削減の方向にむいていることは確かな

ようである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福島一雄・嘉戸　篤）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

　　　　（施設財源のためのラッフル売り風景）
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パーマネンシープランニングから学ぶもの

　私がこの二週間の研修の中で特に印象に残る言葉としてJindependence，　abuse，そし

てhomeless　childがある。それはこの3つの単語を結びつけた時，児童問題の狭い範囲の

中で短絡的思考が許されるとすれば，アメリカの歴史と文化，現代アメリカの課題，そし

て将来の一端が鳥瞼できるような気がするからである。

independenceというのは独立心ということである。移民の国アメリカでは開拓精神とと

もに個々人の独立心が強調されているといえる。自由を求め，国家権力の束縛を拒否する

アメリカ人気質である。社会保障法の原則も自助、自立．個人主義であり，地方分権の尊

重であり，それ故に民間活動の比重が大きくなったといわれるゆえんでもある。そこでこ

の独立心が子どもに対しても家庭教育の根幹をなすものであり，法的にも子どももまた親

とは全く別個の独立した人格だという認識があるという。これらのことからアメリカでの

親子関係は日本のそれと比べた時“冷たい”とも感じられるのである。独立心を強調され

て育った大人が自分の子どもに対して独立心を育てようとしてabuseに至るのか，あるい

はneglertという結果になるのであろうか。事実は，アメリカ人の文化的基盤からくる論理

的表現方法や他の要素を抱食させて分析されなければならないが，これらを考え会わせた

時日本における躾重点主義や体罰問題が想起させられるのである。

　つぎtc　abuseであるが，児童虐待は通常精神病理かが家族病理として位置づけられてい

るが，私は社会病理現象として捉えたい。確かに法体系としては，それが十分機能されて

いるかどうかは別として，子どもの人権を認めるという形は一定程度整えられている。虐

待する親の背景として経済的貧困がありアルコールや薬物であり，精神病でありまた親自

身が被虐待経験があり，マイノリティが多かったが，現在はそれに加えて収入や地位の高

い家庭にも見られるとの報告を受けた。このことはきわめて社会的であると考えられるか

らである。

　連邦政府は1974年に，各州では1960年代から児童虐待の予防等に関する法が制定さ

れ，通報の義務が学校教師，医師，警官，福祉関係者など特定の人の職業上の義務として

課せられ，これを怠った場合罰金か実刑判決を受けることになる。さらに通報者に対する

人権保護，たとえば訴訟免除なども保障されている。これにより総数180万件が通報され

たが未通報もかなり多いものといわれる。人口86万人のウエストチェスター郡の1985年

調査では，3千件の推定で約3分の1に虐待の事実があったとのことである。児童虐待の

t
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中でもさらに深刻なのは性的虐待である。見学したある施設では，性的虐待を受けた子ど

ものうち実父娘相姦が8割以一ヒもある，と耳を疑うような報告もされた。

　以ヒのような事実が認められた時は，子どもの最善の利益を求めて家族調整や社会的養

護が必要となり，homeless　chiidとして処遇されてくるのである。

パーマネンシー・プランニンゲ

　1980年，連邦政府は養子援助と児童福祉法（The　Adoption　Assistance　and　Chijd

Welqare　Act）を制定し児童福祉政策の大改革を行った。この背景には経済効率面からの

接近があることは疑いえない。1970年代は世界的な景気後退の中で社会保障のありようも

脅威にさらされる中，アメリカにおいても年間50万人もの子どもが社会的養護を受け，そ

の費用も年額30億ドル以上ともいわれ，しかもそこでの処遇方法への疑問も投げかけられ

たのである。これらが批判にさらされながら脱（巨大）施設化が必然的に叫ばれてきたの

である。しかしこの研修期間中，財政面での背景は多くは聞かれなかった。主に処遇プロ

グラムが強調されていたのである。それは措置期間が長すぎたり，ニーズに対して不適切

な措置があったり，子どもを実親の元へ帰すか養子縁組措置のための努力が欠如していた

りということであった。

　以上のような背景から法が成立し，その主な内容がパーマネンシー・プラソニングであ

るといわれる。しかしこれは殊更養子縁組を奨励するのではなく，措置期間を短縮するこ

とであり，それ以前に予防サービスを考えよということである。そのためのプログラムを

かなり用意されている。家族調整であり，緊急一時保護であり，日中保育であり，ホーム

マネジメントであったりする。いつれにしても子どもの心理的帰属感が人格形成上欠くこ

とのできないものであるという認識で，家庭復帰が不可能の場合養子縁組措置が講じられ

ることになる。そのために関係の家族法や家庭裁判所法等の改正も行なわれているとのこ

とである。

　ニューヨーク州，社会福祉局のパンフレットにはパー一7ネンシー・プランニングとは，

①児童の本当の家族がその問題を解決するに際して，法人が時宣をえて援助しなければな

らない。そのことによって児童がもっと安全になった家庭に戻ることができる。②もし家

族への援助と努力と家庭復帰が成功しなかった場合には，養子縁組措置が考えられる。養

親が児童に家，名前そして愛情のある場所を与えることができる。③大人と各施設とが責

任をもって児童福祉に関与していく使命を持つことである，としている．

おわりに

ここでhomeless　childにっいて考えてみたい。確かにアメリカでは日本と比べ問題も多

一 34一



く深刻である。対症療法的な感も拭えない。養子縁組も多民族国家だからこそできるのか

もしれない。しかし現在の日本でも子どもの問題は深刻化している。日本の法は「家庭に

入らず」といわれている。虐待にしても子殺し（親子心中）にしても問題は血縁絶対主義

共同体の幻想が内包しているともいえる。少くともhomeless　childはそこから解放される

といえる。そこで子どもが自らのアイデンティティが獲得されるのならばlfi1Wt幻想に束縛

されない新しい家族型態が求められなければならない。しかしその場合，社会がどのよう

な家族型態をも差別しないというコソセンサスが必要である。

　確かに日本の風上的体質から困難も多いと思う。しかしグローバルな視点から子どもの

最善の利益を求めて再考されなければならない問題であろう。殊に「特別養子制度」へ向

け，また親権と子どもの人権についても，子どもに携わる者として勉強しなければならな

いと深く痛感するものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（喜　多　一　憲）

（パーマネンシープランニングの説明を受ける）
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パーマネンシープランニングの現状と課題

1．パーマネンシープランニングの理念，その必要性の要因

　親の養育責任という意味に於いて，パーマネンシープランニング以前の児童福祉施策で

は，親に対する公的強制力が殆どなく，親の養育責任放棄として，児童虐待，放任，遺棄

などが多発し，更に，10代の妊娠，10代の自殺などという問題に発展しており，問題解決

までの一時的保護であるべき社会的養護が長期化する傾向にあった。更に，犠牲となった

児童が親となり，同じ事を繰り返す状態が固定化し，問題の爆発的増加を招いた。このこ

とは，家庭の福祉依存傾向が増すことによる福祉予算の増大とそれに伴う財政圧迫だけに

止まらず，家庭の養育機能の崩壊という問題に発展するのである。

　もとより米国は多民族国家であり，それぞれの個人がそれぞれの信念と責任の上で生き

ていく伝統があり，それぞれの個人が形成する家庭が社会，国家を支える根幹であった。

　確かにイソフレによる失業，貧困。根深い黒人，ヒスパニックなどに対する差別。産業

構造の変化に伴なう女性の職場進出と離婚の増加など社会，国家の危機としてさまざまな

原因が考えられるが，親の責任放棄とその拡大再生産は家庭崩壊はもとより，社会更には

国家そのものの存続に直結するのである。その意味から，家庭の危機は国家の危機である

という意識が高まり，家庭崩壊をなんとか食い止めることが最大の課題となるわけである。

　そのような状況と前後して急激なインフレが財政を圧迫し，福祉予算の削減を求めるこ

とになり，莫大な予算を必要とする施設養護から家庭養護に切り変えることが，親の養育

責任の再確立という方針と一致したわけである。何故なら，施設収容だけでは家庭崩壊を

阻止出来ず，収容期間が長期化するだけになった。それに対し，家庭養護は早期家庭復帰

という前提があり，それを実行する過程で，家庭崩壊の現実を広く一般に知らせることに

なり，家庭復帰の働きかけをより効果的にしたわけである。

　こうした背景の基に進められているのがパーマネンシープランニングである。その基本

理念は，ノーマライゼーションに強い影響を受けており，家庭の再構築により親とfの永

続的関係を確保することである。親子が出来るだけ離れ離れにならない為に，問題の発生

そのものを予防する努力（プリベンティブサービス）をする事が前提であり，問題が発生

し，何らかの形で児童が家庭を離れたとしても，早期家庭復帰が求められているeそれが

どうしても無理な場合は，養子縁組等により本来の家庭に替る永統的生活環境が保障され
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